
令和６年度

岸和田市財政計画

令和６年１０月

岸和田市財務部財政課

≪令和７年度～令和 11年度≫

「笑顔にあふれ、誰もが“幸せ”を感じる都市」

の実現に向けて



目 次

はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

第１ 岸和田市の財政状況

（１）歳入の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

（２）歳出の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

（３）収支の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６

（４）基金残高の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

（５）市債残高の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

（６）財政指標の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

第２ 財政計画

（１）計画期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12

（２）計画策定の前提条件 ・・・・・・・・・・・・・・ 12

（３）計画期間の財政収支 ・・・・・・・・・・・・・・ 14

（４）財政指標の設定（目標値・抵触基準） ・・・・・・ 17

（５）収支見通し ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

第３ 今後の取組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

注₁ 本計画は、普通会計ベースにて作成しています。

本市において普通会計ベースとは、一般会計に土地取得事業特別会計を合算し純計（重複部分を控

除）した会計です。

- 2 -



はじめに

人口減少と急速に進行する少子高齢の時代において、新たに必要とされる行政需要の発生や増大

が予想される社会状況の中、これら社会課題の解決にも適切に対応しつつ、市民サービスを維持し

続けるためには、安定的な財政運営を維持していくことがこれまで以上に重要となってきます。

こうした背景から、健全で規律のある自律した財政運営を維持することにより、市民福祉の向上

を継続的に図ることを目的として、財政運営の基本的事項を定める『岸和田市健全な財政運営に関

する条例（令和２年３月 24日条例第１号）』（以下「財政健全化条例」という。）を令和元年度に策定

しました。

「岸和田市財政計画」は、「財政健全化条例」第 14条（財政計画の策定及び公表）に基づき、持続

的かつ計画的な財政運営に資するため、毎年策定し、10 月に公表するものです。財政計画を策定す

ることで、次年度の予算編成の方針や次年度以降の財政運営の目標を立て、継続的、安定的に市民サ

ービスが提供できる財政状況を維持することに努めてまいります。
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第１ 岸和田市の財政状況

（１）歳入の状況

歳入は、大きく分けて市税などの自主財源と、地方交付税・国庫支出金・府支出金・市債などの依存財

源に分けられます。本市は自主財源が約４割、依存財源が約６割となっており、自主財源が少なく、依存

財源が多くの割合を占めていることから、税収基盤がぜい弱であり、かつ国等からの財源に大きく影響を

受ける不安定な財政構造であることが分かります。

令和５年度では、主要な自主財源である市税収入は約 255億円となり、個人所得の増加等によって、前

年度より約 1.8億円増加しました。

また、依存財源では、市立認定こども園整備事業費等の普通建設事業費の増加によって市債が前年度よ

り約 5.2 億円増加したことに加え、普通交付税の追加交付がなされたこと等により地方交付税が約 3.8

億円の増加となりました。

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

合計 751.01 977.42 877.58 856.03 868.47

市税 247.96 249.21 246.02 253.30 255.10

その他自主財源 68.34 52.29 78.71 64.45 72.03

地方交付税 133.25 130.52 147.26 145.55 149.31

国庫支出金 167.32 402.37 259.57 234.94 230.57

市債 28.86 32.29 24.40 27.54 32.08

その他依存財源 105.28 110.74 121.62 130.25 129.38

105.28 110.74 121.62 130.25 129.38
28.86 32.29 24.40 27.54 32.08
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（２）歳出の状況

歳出は、経常的経費と臨時的経費に分けることができ、さらに経常的経費の中で、人件費、扶助費、公

債費については義務的経費に分けられます。本市の歳出構造は、経常的な固定経費となる義務的経費が歳

出全体の６割程度を占めています。

義務的経費である人件費は、各年度の退職者数が年度間で増減するため、令和５年度は、退職手当等に

より減少しました。公債費は、過去の大規模な建設投資による市債の償還が順次終了してきたことに加

え、令和４年度で第三セクター等改革推進債の償還が終了したことにより減少しました。扶助費は、社会

保障関係費の影響により引き続き増加傾向にあり、令和５年度は、物価高騰重点支援給付金支給事業費の

皆増により大きく増加しました。

義務的経費以外の経費では、補助費等が令和４年度の国の交付金を活用した市内消費喚起事業費の皆

減等により減少したものの、繰出金は社会保障関係費の影響により増加したほか、その他の項目で下水道

事業会計貸付事業費が皆増となったことにより、義務的経費以外の割合が前年度より増加しました。

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

合計 746.05 968.00 853.21 841.43 850.09

人件費 116.40 129.24 124.53 130.10 128.31

扶助費 271.23 273.41 322.84 303.90 324.66

公債費 74.59 70.71 66.96 78.24 56.44

物件費 79.59 87.59 101.81 93.80 93.20

維持補修費 5.04 5.07 5.64 5.04 6.56

補助費等 74.49 274.98 66.49 88.93 67.14

繰出金 81.12 78.39 79.46 81.44 85.19

投資的経費 24.55 32.67 27.95 42.22 61.04

その他 19.04 15.94 57.53 17.76 27.55

24.55 32.67 27.95 42.22 61.0481.12 78.39 79.46 81.44 85.1974.49
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（３）収支の状況

下記のグラフは、令和元年度から令和５年度までの決算を「実質収支」と「実質単年度収支」という２

つの指標で表したものです。

岸和田市では、厳しい財政状況に対応するために平成 30年度から「行財政再建プラン」による取組を

着実に進めてきたことで、令和３年度までの集中改革期間において 109.4 億円の財源を確保できたこと

により、黒字の収支となっています。

令和５年度は、市税が前年度から増加したほか、その他の歳入も堅調に推移したことにより黒字収支と

なりました。

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

実質収支 3.00 8.00 22.76 9.69 13.20

実質単年度収支 3.78 6.50 43.75 △ 1.07 3.06
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注₂ 実質単年度収支の値は、一般的な実質単年度収支の計算方法とは異なります。

実質収支とは

形式収支から翌年度に使うことが決まっている金額を差し引いたもので、次の計算式

で求めます。

実質収支＝歳入決算額－歳出決算額－翌年度繰越財源

実質単年度収支とは

単年度収支から実質的に黒字や赤字の要因として働いたものを差し引いたもので、次

の計算式で求めます。

実質単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度実質収支＋地方債繰上償還額

＋財政調整基金積立額－財政調整基金取崩額

本計画上の実質単年度収支とは、下記により算出した値としています。

実質単年度収支＝一般的な実質単年度収支＋財政調整基金編入額＋減債基金積立額

－減債基金取崩額＋減債基金編入額
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（４）基金残高の状況

本市は、財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基金を保有しており、資金を積み立てていく一

方、必要な事業の財源として取り崩し、残高を確保しながら活用しています。

財政調整基金は、財源に不足が生じた場合に、その不足する財源を補填するという役割を担っていま

す。減債基金は、将来にわたり健全な財政運営を行うため、市債の返済（公債費）の財源として活用され

ています。例年、決算剰余金（歳入決算金額－歳出決算金額）の２分の１以上を条例の規定により、財政

調整基金又は減債基金に積み立てています。

その他特定目的基金は、さまざまな基金の設置目的に応じた事業に活用されており、本市においては、

令和５年度時点で 16の基金を保有しています。

令和５年度は、財政調整基金が約 6.5 億円減少しましたが、減債基金が約 8.2 億円増加しました。ま

た、その他特定目的基金が約 1.2億円増加し、その主なものは、岸和田市ふるさと応援基金、岸和田市庁

舎建設基金となっています。

下記のグラフは、令和元年度から令和５年度までの基金残高の推移を表したものです。

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

合計 68.51 79.29 132.18 148.73 151.70

財政調整基金 27.49 28.99 51.20 51.20 44.74

減債基金 0.40 0.40 7.18 19.18 27.39

その他特定目的基金 40.62 49.90 73.80 78.35 79.57
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（５）市債残高の状況

地方債（市債）とは、地方公共団体が一会計年度を超えて行う借入れをいいます。地方債は、原則とし

て投資的経費（建設事業関係の経費）の一定部分に充てられます。例えば、公共施設の建設事業の場合、

建設年度には多額の費用が必要となりますが、10 年後、20 年後も継続的に利用されることになるため、

建設当時の住民だけが費用を負担するのではなく、今後施設を利用していく将来世代の住民にも負担し

てもらい、世代間の費用負担を公平にしようとすることが地方債の役割の一つです。

令和５年度は、令和４年度に第三セクター等改革推進債の償還が終了したことや市債の発行抑制を行

ってきたこと等により前年度から公債費は約 21.8億円、市債残高は約 22.3億円減少しました。

下記のグラフは市債残高、市債の新規発行額、公債費の令和５年度までの推移を表したものです。

（６）財政指標の状況

市の財政運営は市民福祉の向上を目的としていますが、その目的を達成するためには、安定した財政運

営が必要不可欠です。そこで、財政運営の安定性を全国の自治体において使われている指標を活用し公表

することで、市民の方と情報を共有します。

財政指標とは、１．実質単年度収支、２．経常収支比率、３．財政調整基金等残高比率、４．将来負担

比率を設定しています。

また、安定した財政運営を維持することを目的として、「財政健全化条例」第 16条（財政指標抵触基準

の設定）に基づき、３．財政調整基金等残高比率、４．将来負担比率に抵触基準を設定し、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）」（以下「健全化法」という。）の基準よりも早

い段階から改善へ向けた対策を、自主的、自律的に取り組むこととしています。

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

市債残高 656.72 622.23 582.62 534.33 512.06

新規発行 28.86 32.29 24.40 27.54 32.08

公債費 74.59 70.71 66.96 78.24 56.44
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抵 触 基 準

財政調整基金等残高比率 ５％以下となった場合

将来負担比率 100％以上となった場合

下記のグラフは各指標の令和元年度から令和５年度までの決算値を表したものです。

令和５年度においては、実質単年度収支と経常収支比率ともに前年度より改善したほか、財政調整基

金等残高比率、将来負担比率は引き続き改善され、いずれも抵触基準に該当しませんでした。

１．実質単年度収支

２．経常収支比率

※経常収支比率とは下記により算出した値をいう。

経常経費充当一般財源の額／経常一般財源×100

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

実質単年度収支 3.78 6.50 43.75 △ 1.07 3.06
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R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

経常収支比率 101.9% 98.5% 92.4% 96.4% 93.6%
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３．財政調整基金等残高比率

※財政調整基金等残高比率とは下記により算出した値をいう。

（出納閉鎖後の財政調整基金残高＋減債基金残高）／標準財政規模×100

４．将来負担比率

※将来負担比率とは「健全化法」第２条第４号に規定する算式により算出した値をいう。

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

財政調整基金等残高比率 6.6% 6.8% 13.0% 15.9% 16.1%

抵触基準 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%
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15.9% 16.1%
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R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

将来負担比率 28.1％ 11.6％ △ 12.3％ △ 27.2％ △ 27.8％

抵触基準 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
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第２ 財政計画

（１）計画期間

計画期間は、令和７年度から令和 11年度までの５ヶ年

（２）計画策定の前提条件

○ 普通会計ベースで試算する。

○ 試算時点は、令和６年８月とする。

○ 歳入歳出の主な項目の見込み方は、以下のとおりとする。

＜歳入＞

項目 区分 試算方法

市税

個人市民税

法人市民税

・令和６年度決算見込額を基に、国の「中長期の経済財政に関する試算

（令和６年７月 29日経済財政諮問会議提出）」における「過去投影ケ

ース（ベースラインケース）」、生産年齢人口及び納税義務者数の動態

を参考に、本市の状況・過去の実績等に基づき計上。

固定資産税
・令和６年度決算見込額を基に、丘陵地区の整備状況や評価替えによる

増減を見込み計上。

軽自動車税 ・令和６年度決算見込額及び過去の実績等に基づき計上。

市町村たばこ税 ・喫煙人口の減少を見込み、毎年減少するものとして計上。

都市計画税 ・固定資産税に準じて計上。

地 方

交付税

普通交付税

・国の動向を把握し、基準財政需要額は、国立社会保障・人口問題研究

所の推計人口、公債費（新発債を含む）、事業費補正等を算出し計上。

・基準財政収入額は、税収入等の推計を基に計上。

特別交付税 ・各年度令和６年度決算見込額（災害復旧費等を除く）を計上。

国・府支出金 ・普通建設事業費、扶助費、繰出金等の財源を計上。

地方債
・普通建設事業費等に係る地方負担額の財源を計上。

・臨時財政対策債については、普通交付税の試算に基づき計上。

地方譲与税 ・原則として、各年度令和６年度決算見込額を計上。

その他の交付金 ・原則として、各年度令和６年度決算見込額を計上。

その他

分担金及び負担金 ・普通建設事業費及び扶助費等の財源を計上。

使用料及び手数料 ・令和６年度決算見込額から、歳出に伴う変動を見込み計上。

財産収入 ・土地売払収入、財産運用収入を計上。

寄附金 ・令和６年度決算見込額及び実績等に基づき、ふるさと寄附金を計上。

繰入金
・基金繰入金及び財産区繰入金は、現行の取り扱いに基づき、各事業費

の財源として見込まれる額を計上。

諸収入

・令和６年度決算見込額から、歳出に伴う変動を見込み計上。

・競輪事業収入は、公営競技事業所の収支計画に基づき計上。

・ボートレース事業収入は、令和７年度以降同額で計上。
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＜歳出＞

項目 区分 試算方法

義務的

経 費

人件費

・職員数は、行財政改革課の定員管理上の予定人数に基づき計上。

・定年延長として、定年退職の年齢を令和５年度から令和 13年度までの間で、

２年ごとに１歳ずつ 65歳まで段階的に引き上げる措置を見込み計上。

扶助費

・社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護費、教育費、その他に分け、

近年の本市の状況を参考に増減を見込み計上。

・医療分については、個別に近年の本市の状況を参考に増減を見込み計上。

公債費 ・既発債の元利償還金及び新発債に伴う所要額を計上。

普通建設事業費
・継続事業及び本計画の策定時点において、事業の実施が見込まれている事業

について所要額を計上。

その他

物件費 ・令和６年度決算見込額から各年度の特殊要因を見込み計上。

維持補修費 ・令和６年度決算見込額に老朽施設の修繕費を見込み計上。

補助費等

・一部事務組合への負担金、企業会計への繰出金については、組合及び各企業

会計において策定した収支計画に基づき計上。

・それ以外のものについては、各年度令和６年度決算見込額から各年度の特殊

要因を見込み計上。

積立金
・各年度、特定財源を伴うもの、または基金の目標額を定め積み立てるものに

ついて計上。

投資・出資金

貸付金
・原則として、各年度令和６年度決算見込額を計上。

繰出金 ・各特別会計の収支計画に基づき計上。
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（３）計画期間の財政収支

◇ 計画期間の財政収支

令和７年度から令和 11年度までの計画期間における収支については、歳出において、人件費及び普

通建設事業で年度間の増減が生じるほか、扶助費と公債費の増加が見込まれる。しかし、歳入におい

て、市税及び譲与税、交付金等が堅調に推移することに加え、歳出額の増加と連動し地方交付税の増

加が見込まれることから、収支は黒字で推移します。

※財政計画期間の令和７年度、９年度、11年度は、定年が延長される年度です。

（単位：百万円・％・人）

５年度 ６年度 伸び率 ７年度 伸び率 ８年度 伸び率 ９年度 伸び率 10年度 伸び率 11年度 伸び率

86,846 88,074 1.4 86,766 △ 1.5 90,240 4.0 89,709 △ 0.6 94,095 4.9 87,300 △ 7.2

25,510 24,773 △ 2.9 25,968 4.8 26,249 1.1 26,107 △ 0.5 26,274 0.6 26,411 0.5

14,931 15,323 2.6 15,258 △ 0.4 15,786 3.5 16,185 2.5 15,898 △ 1.8 15,726 △ 1.1

23,057 21,941 △ 4.8 21,712 △ 1.0 21,652 △ 0.3 21,858 1.0 21,368 △ 2.2 21,411 0.2

3,208 5,058 57.7 4,038 △ 20.2 5,924 46.7 5,260 △ 11.2 8,774 66.8 3,460 △ 60.6

20,140 20,979 4.2 19,790 △ 5.7 20,629 4.2 20,299 △ 1.6 21,781 7.3 20,292 △ 6.8

85,008 87,797 3.3 86,547 △ 1.4 90,088 4.1 88,770 △ 1.5 94,029 5.9 87,085 △ 7.4

50,941 51,796 1.7 51,719 △ 0.1 52,802 2.1 53,070 0.5 54,265 2.3 54,754 0.9

人件費 12,831 14,492 12.9 13,619 △ 6.0 14,295 5.0 13,806 △ 3.4 14,216 3.0 13,887 △ 2.3

（内、退職手当） 424 1,109 161.6 70 △ 93.7 654 834.3 119 △ 81.8 494 315.1 155 △ 68.6

 職員数 / 退職者数 1,348/44 1,348/57 1,336/3 1,328/30 1,315/5 1,307/22 1,301/6

扶助費 32,466 31,802 △ 2.0 32,640 2.6 33,179 1.7 33,748 1.7 34,366 1.8 35,035 1.9

公債費 5,644 5,502 △ 2.5 5,460 △ 0.8 5,328 △ 2.4 5,516 3.5 5,683 3.0 5,832 2.6

6,104 6,083 △ 0.3 4,990 △ 18.0 7,665 53.6 6,020 △ 21.5 10,485 74.2 3,476 △ 66.8

27,963 29,918 7.0 29,838 △ 0.3 29,621 △ 0.7 29,664 0.1 29,263 △ 1.4 28,839 △ 1.4

1,838 277 219 152 939 66 215

225 759 344 287 269 1,057 185

650 100

7,213 7,872 9.1 8,216 4.4 8,504 3.5 8,773 3.2 9,830 12.0 10,016 1.9

4,474 5,133 14.7 5,383 4.9 5,596 4.0 5,813 3.9 6,556 12.8 6,718 2.5

2,739 2,739 0.0 2,833 3.4 2,908 2.6 2,960 1.8 3,274 10.6 3,298 0.7

93.6 99.4 99.6 99.0 98.3 100.1 100.2
△2.94

（11.35）
0.00

（11.34）
0.00

（11.33）
0.00

（11.31）
0.00

（11.31）
0.00

（11.31）
0.00

（11.31）
△15.80

（16.35）
△13.30

（16.34）
△15.44
（16.33）

△16.61
（16.31）

△17.17
（16.31）

△18.20
（16.31）

△19.13
（16.31）

4.8 4.0 2.6 2.7 2.9 3.0 3.3

△ 27.8 △ 21.8 △ 21.2 △ 20.4 △ 20.6 △ 10.9 △ 10.3
44,771 45,088 45,762 46,747 46,862 46,698 46,629

930 467 811 823 845 829 820

51,206 50,965 △ 0.5 49,786 △ 2.3 50,660 1.8 50,734 0.1 54,233 6.9 52,312 △ 3.5

15,170 14,895 △ 1.8 15,677 5.3 16,243 3.6 16,661 2.6 16,591 △ 0.4 17,067 2.9

標準財政規模
0.7 1.5 2.2 0.2 △ 0.3 △ 0.1（臨時財政対策債発行可能額）

地方債（年度末）残高

基金（年度末）残高

経常収支比率
健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率
（早期健全化基準）
連結実質赤字比率
（早期健全化基準）

実質公債費比率
（当該年度含む・３ヶ年平均）

将来負担比率

　うち減債基金残高

歳出総額　　　　　　　　　　　　　　

義務的経費

投資的経費

その他

形式収支

＊ 上記、形式収支は歳入見込から歳出見込を差し引いた額になります。
　 また形式収支が黒字であった場合は、翌年度に財調等基金へ積立てるものとしています。

　財調等基金への積立て

　財調等基金からの取崩し

財政調整基金等残高

　うち財政調整基金残高

項目

歳入総額　　　　　　　　　　　　　　

市税

地方交付税

国庫支出金

地方債

その他
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 歳 入

５年度 ６年度 伸び率 ７年度 伸び率 ８年度 伸び率 ９年度 伸び率 10年度 伸び率 11年度 伸び率

86,846 88,074 1.4 86,766 △ 1.5 90,240 4.0 89,709 △ 0.6 94,095 4.9 87,300 △ 7.2

25,510 24,773 △ 2.9 25,968 4.8 26,249 1.1 26,107 △ 0.5 26,274 0.6 26,411 0.5

14,931 15,323 2.6 15,258 △ 0.4 15,786 3.5 16,185 2.5 15,898 △ 1.8 15,726 △ 1.1

23,057 21,941 △ 4.8 21,712 △ 1.0 21,652 △ 0.3 21,858 1.0 21,368 △ 2.2 21,411 0.2

3,208 5,058 57.7 4,038 △ 20.2 5,924 46.7 5,260 △ 11.2 8,774 66.8 3,460 △ 60.6

972 467 △ 52.0 811 73.7 823 1.5 845 2.7 829 △ 1.9 820 △ 1.1

20,140 20,979 4.2 19,790 △ 5.7 20,629 4.2 20,299 △ 1.6 21,781 7.3 20,292 △ 6.8

地方特例交付金 227 1,014 346.7 212 △ 79.1 199 △ 6.1 199 0.0 199 0.0 199 0.0

譲与税等諸税 5,841 5,796 △ 0.8 6,003 3.6 6,210 3.4 6,003 △ 3.3 6,003 0.0 6,003 0.0

府支出金 6,871 6,905 0.5 7,557 9.4 7,543 △ 0.2 7,715 2.3 7,831 1.5 7,940 1.4

分担金・負担金 898 243 △ 72.9 559 130.0 979 75.1 228 △ 76.7 219 △ 3.9 205 △ 6.4

使用料 887 1,080 21.8 1,100 1.9 1,050 △ 4.5 1,051 0.1 1,051 0.0 1,051 0.0

手数料 353 326 △ 7.6 329 0.9 329 0.0 329 0.0 329 0.0 329 0.0

財産収入 369 280 △ 24.1 578 106.4 395 △ 31.7 571 44.6 533 △ 6.7 450 △ 15.6

繰入金 1,591 2,002 25.8 889 △ 55.6 1,154 29.8 1,387 20.2 2,789 101.1 1,285 △ 53.9

繰越金 859 1,139 32.6 0 皆減 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

寄附金 644 470 △ 27.0 817 73.8 808 △ 1.1 908 12.4 900 △ 0.9 900 0.0

諸収入 1,600 1,724 7.8 1,746 1.3 1,962 12.4 1,908 △ 2.8 1,927 1.0 1,930 0.2

※　上記は、単年度の収支調整を行う前の状態

歳 出 （単位：百万円・％）

５年度 ６年度 伸び率 ７年度 伸び率 ８年度 伸び率 ９年度 伸び率 10年度 伸び率 11年度 伸び率

85,008 87,797 3.3 86,547 △ 1.4 90,088 4.1 88,770 △ 1.5 94,029 5.9 87,085 △ 7.4

50,941 51,796 1.7 51,719 △ 0.1 52,802 2.1 53,070 0.5 54,265 2.3 54,754 0.9

人件費 12,831 14,492 12.9 13,619 △ 6.0 14,295 5.0 13,806 △ 3.4 14,216 3.0 13,887 △ 2.3

（内、退職手当） 424 1,109 161.6 70 △ 93.7 654 834.3 119 △ 81.8 494 315.1 155 △ 68.6

扶助費 32,466 31,802 △ 2.0 32,640 2.6 33,179 1.7 33,748 1.7 34,366 1.8 35,035 1.9

公債費 5,644 5,502 △ 2.5 5,460 △ 0.8 5,328 △ 2.4 5,516 3.5 5,683 3.0 5,832 2.6

6,104 6,083 △ 0.3 4,990 △ 18.0 7,665 53.6 6,020 △ 21.5 10,485 74.2 3,476 △ 66.8

普通建設事業 5,945 6,083 2.3 4,990 △ 18.0 7,665 53.6 6,020 △ 21.5 10,485 74.2 3,476 △ 66.8

災害復旧事業 159 0 皆減 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

27,963 29,918 7.0 29,838 △ 0.3 29,621 △ 0.7 29,664 0.1 29,263 △ 1.4 28,839 △ 1.4

物件費 9,320 9,880 6.0 11,172 13.1 9,860 △ 11.7 9,700 △ 1.6 9,616 △ 0.9 9,610 △ 0.1

維持補修費 656 686 4.6 704 2.6 693 △ 1.6 727 4.9 769 5.8 665 △ 13.5

補助費等 6,714 9,302 38.5 7,317 △ 21.3 7,440 1.7 7,138 △ 4.1 7,067 △ 1.0 6,831 △ 3.3

積立金 1,155 841 △ 27.2 1,260 49.8 1,366 8.4 1,521 11.3 1,646 8.2 1,562 △ 5.1

投資・出資金 949 430 △ 54.7 432 0.5 1,157 167.8 1,438 24.3 960 △ 33.2 912 △ 5.0

貸付金 650 0 皆減 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

繰出金 8,519 8,779 3.1 8,953 2.0 9,105 1.7 9,140 0.4 9,205 0.7 9,259 0.6

　　（国保） 2,247 2,257 0.4 2,250 △ 0.3 2,256 0.3 2,260 0.2 2,255 △ 0.2 2,255 0.0

　　（後期高齢） 3,361 3,580 6.5 3,702 3.4 3,783 2.2 3,823 1.1 3,881 1.5 3,939 1.5

　　（介護） 2,900 2,942 1.4 3,001 2.0 3,066 2.2 3,057 △ 0.3 3,069 0.4 3,065 △ 0.1

※　上記は、単年度の収支調整を行う前の状態

義務的経費

投資的経費

その他

歳出総額

項目

歳入総額

市税

地方交付税

国庫支出金

地方債

（内、臨時財政対策債）

その他

項目

（単位：百万円・％）
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R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6 R7 R8 R9 R10 R11

合計 68.51 79.29 132.18 148.73 151.70 148.95 156.77 162.43 166.61 165.91 170.67

財政調整基金 27.49 28.99 51.20 51.20 44.74 51.33 53.83 55.96 58.13 65.56 67.18

減債基金 0.40 0.40 7.18 19.18 27.39 27.39 28.33 29.08 29.60 32.74 32.98

その他特定目的基金 40.62 49.90 73.80 78.35 79.57 70.23 74.61 77.39 78.88 67.61 70.51

40.62 49.90 73.80 78.35 79.57 70.23 74.61 77.39 78.88 67.61 70.51

0.40
0.40

7.18
19.18

27.39
27.39

28.33 29.08 29.60
32.74 32.98

27.49
28.99

51.20

51.20
44.74

51.33
53.83 55.96 58.13 65.56 67.18

68.51
79.29

132.18

148.73 151.70 148.95
156.77

162.43 166.61 165.91 170.67

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

億円 基金の推移

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6 R7 R8 R9 R10 R11

市債残高 656.72 622.23 582.62 534.33 512.06 509.65 497.86 506.60 507.34 542.33 523.12

新規発行 28.86 32.29 24.40 27.54 32.08 50.58 40.38 59.24 52.60 87.74 34.60

公債費 74.59 70.71 66.96 78.24 56.44 55.02 54.60 53.28 55.16 56.83 58.32

656.72 622.23 582.62 534.33 512.06 509.65 497.86 506.60 507.34 542.33 523.12

28.86
32.29

24.40
27.54

32.08

50.58

40.38

59.24
52.60

87.74

34.60

74.59
70.71

66.96

78.24

56.44 55.02 54.60 53.28 55.16 56.83 58.32

0
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0
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市債の推移 公債費・発行
（億円）

残高

（億円）
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（４）財政指標の設定（目標値・抵触基準）

本計画では、「財政健全化条例」第 15条（財政指標）に基づき、財政運営の継続的安定性を強化するた

め、次の４つの財政指標を定め、財政指標に目標値と抵触基準を設定しました。

目 標 値

実質単年度収支 計画期間最終年度において 0円以上

経常収支比率 計画期間最終年度において 100％未満

財政調整基金等残高比率 計画期間最終年度において 20％以上

将来負担比率 計画期間最終年度において 35％以下

抵 触 基 準

財政調整基金等残高比率 ５％以下となった場合

将来負担比率 100％以上となった場合

下記の表とグラフは、財政計画期間中の各指標の値と推移を表したものです。

財政計画期間における各指標の目標達成と基準値の抵触については、経常収支比率が人事院勧告に伴

う職員給与費の増加による人件費の増加や社会保障経費の増加による扶助費の増加、普通建設事業費の

増加に伴う公債費の増加が見込まれることから、令和 10 年度以降は 100％を上回る見込みです。その他

の指標においては目標を達成する見込みです。

推計値 R6 R7 R8 R9 R10 R11

実質単年度収支（億円） △3.31 2.87 2.19 10.57 1.84 3.34

経常収支比率 99.4% 99.6% 99.0% 98.3% 100.1% 100.2%

財政調整基金等残高比率 17.5% 17.9% 18.2% 18.7% 21.1% 21.5%

将来負担比率 △21.8% △21.2% △20.4% △20.6% △10.9% △10.3%

１．実質単年度収支

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実質単年度収支 △ 3.31 2.87 2.19 10.57 1.84 3.34

△ 3.31 2.87 2.19

10.57

1.84

3.34

△ 8
△ 6
△ 4
△ 2

0
2
4
6
8

10
12
14
16

億円 実質単年度収支

- 17 -



２．経常収支比率

３．財政調整基金等残高比率

４．将来負担比率

R6 R7 R8 R9 R10 R11

経常収支比率 99.4% 99.6% 99.0% 98.3% 100.1% 100.2%

99.4% 99.6%
99.0%

98.3%

100.1% 100.2%

92%

94%

96%

98%

100%

102%

経常収支比率

R6 R7 R8 R9 R10 R11

財政調整基金等残高比率 17.5% 17.9% 18.2% 18.7% 21.1% 21.5%

抵触基準 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%

17.5% 17.9% 18.2% 18.7%
21.1% 21.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

財政調整基金等残高比率

抵触基準

R6 R7 R8 R9 R10 R11

将来負担比率 △ 21.8％ △ 21.2％ △ 20.4％ △ 20.6％ △ 10.9％ △ 10.3％

抵触基準 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

△ 21.8％ △ 21.2％ △ 20.4％ △ 20.6％
△ 10.9％ △ 10.3％

△ 40％

△ 20％

0％

20％

40％

60％

80％

100％

将来負担比率
抵触基準

- 18 -



（５）収支見通し

１．収支見通し
「収支見通し」は、「財政計画」を踏まえ、これに続く５年間（令和 12年度～令和 16年度）の財政収

支見通しを展望することにより長期的な課題の整理をするために作成するものです。

２．収支見通しの試算方法
①歳入

・すべての項目において、財政計画の試算方法に基づき試算。

②歳出

・人件費については、財政計画の試算方法に基づき試算。

・扶助費については、財政計画の試算方法に基づき、令和 12年度以降の伸び率を抑制し試算。

・公債費については、財政計画時点の償還計画を計上。

・普通建設事業費については、財政計画時点における整備内容のみ計上。

・その他の項目については、財政計画の試算方法に基づき試算。

３．収支見通し期間の財政収支
収支見通し期間においては、歳入歳出ともに増減はあるものの、令和 11年度までは、黒字収支となる

見込みです。しかし、令和 12年度以降については、社会保障経費の増加による扶助費や繰出金の増加が

引き続き見込まれることや、庁舎建設等の大規模な普通建設事業費に伴い公債費の増加が見込まれるこ

とから収支不足となる見通しです。

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

歳入 880.7 867.7 902.4 897.1 941.0 873.0 927.6 896.1 863.4 855.3 854.5

歳出 878.0 865.5 900.9 887.7 940.3 870.9 934.1 896.5 875.4 866.3 867.3

880.7
867.7

902.4
897.1

941.0

873.0

927.6

896.1

863.4 855.3 854.5

878.0 865.5 900.9 887.7 940.3 870.9 934.1 896.5 875.4 866.3 867.3
700

750
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850

900

950

1,000

億円 歳入・歳出

歳入 歳出

財政計画期間 収支見通し期間
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

形式収支 2.7 2.2 1.5 9.4 0.7 2.1 △ 6.5 △ 0.4 △ 12.0 △ 11.0 △ 12.8

2.7 2.2 1.5

9.4

0.7 2.1

△ 6.5

△ 0.4

△ 12.0△ 11.0△ 12.8

△ 15

△ 10

△ 5

0

5

10

15

20

億円 形式収支
財政計画期間 収支見通し期間

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

合計 78.72 82.16 85.04 87.73 98.30 100.16 97.07 97.88 86.02 75.17 62.57

財政調整基金 51.33 53.83 55.96 58.13 65.56 67.18 63.36 64.16 52.29 41.42 28.81

減債基金 27.39 28.33 29.08 29.60 32.74 32.98 33.71 33.72 33.73 33.75 33.76

27.39 28.33 29.08 29.60 32.74 32.98 33.71 33.72 33.73 33.75 33.76

51.33 53.83 55.96 58.13
65.56 67.18 63.36 64.16

52.29
41.42

28.81

78.72 82.16 85.04 87.73
98.30 100.16 97.07 97.88

86.02
75.17

62.57

0

20
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120

億円

基金残高
財政計画期間 収支見通し期間

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

市債残高 509.65 497.86 506.60 507.34 542.33 523.12 556.96 561.51 544.48 522.77 500.79

うち臨時財政対策債 265.60 246.50 229.14 212.18 195.46 179.02 164.21 150.46 138.06 127.28 118.04

うち臨財債を除く市債 244.05 251.36 277.46 295.16 346.87 344.10 392.75 411.05 406.42 395.49 382.75

244.05 251.36 277.46 295.16 346.87 344.10 392.75 411.05 406.42 395.49 382.75

265.60 246.50 229.14 212.18
195.46 179.02

164.21 150.46 138.06 127.28 118.04

0
100
200
300
400
500
600

市債残高

うち臨財債を除く市債 うち臨時財政対策債

残高

（億円） 財政計画期間 収支見通し期間
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第３ 今後の取組み

本計画の策定に当たっては、現在の経済動向が維持されることを前提としており、歳入において、市税

及び譲与税、交付金等が堅調に推移することが見込まれ、歳出においては、人件費及び普通建設事業で年

度間の増減が生じ、扶助費や公債費の増加が見込まれるものの、財政計画期間中の収支は黒字で推移しま

す。ただし、歳出において、給与費の増加により人件費の増加が見込まれることに加え、引き続き社会保

障関係費の増加が見込まれることから、令和 10年度以降は経常収支比率が 100％を上回る見込みとなり

ます。

また、令和 12 年度から令和 16 年度までの収支見通し期間においても、引き続き、歳出において社会

保障経費の増加が見込まれることに加え、庁舎建設等の大規模な普通建設事業費により公債費が増加す

ることから、収支不足となることが見込まれています。そのため、義務的経費の割合が高く、本市の財政

が硬直化しているという課題は、依然続くことが見込まれるところです。

これら課題解消を図り、「人口減少時代への対応」と「行財政基盤のぜい弱性の克服」を実現するため

に、令和５年３月に策定した「岸和田市新行財政改革プラン」に基づき、「人的資源の最適化」、「行政 DX

の推進」、「公共施設の最適化」、「広域行政の推進」などの新たな行財政改革の取組を着実に進めていき、

将来にわたって市民サービスを維持し続けてまいります。

少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少や地球温暖化に伴う気候変動による自然災害の激甚化、

公共施設の老朽化に伴う施設の最適化など、多様化する社会課題への対応が必要であり、国の経済財政運

営と方向性を同じくし、これらの社会課題解決の取組を通して、本市の地域経済を活性化させ、行財政基

盤の持続性を確保、強化させることが重要です。

未来社会の実験場である「2025大阪・関西万博」は、「いのち輝く未来社会のデザイン」というテーマ

の下、モビリティ、エネルギー・環境、デジタル、ライフサイエンス等の社会課題の解決につながる技術

が実証・実装・発信されます。

本市においても大阪・関西万博の開催を契機とし、「未来社会」の実現に向けた取組を推進し、本市の

魅力を国内外へ発信する重要な場として活用するとともに、「将来ビジョン・岸和田」の基本理念「笑顔

にあふれ、誰もが“幸せ”を感じる都市」の実現に向け、職員が一丸となって取り組んでまいります。
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